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ワーク・ライフ・バランス論における公共性概念の位置づけ 
 
鈴木 奈穂美 
 
はじめに 
 
2000 年頃から仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス、以下、WLB という）に関す
る議論は、政府や研究者、労務管理者、労働組合など多方面からおこなわれ、それぞれの取り
組みや研究成果が多数報告されている。特に、政府を中心に 2007 年は活発に議論がなされた年
で、12 月に仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章・行動指針（以下、WLB 憲
章・WLB 行動指針という）が策定された。翌 2008 年、内閣府は WLB 元年と位置づけ、「仕事
と生活の調和推進室」（以下、WLB 推進室）を開設し、2009 年 9 月の政権交代後も、調査研究
や、ホームページの充実、シンポジウムを通じて広報・啓発活動など WLB の推進をはかって
きた。そのなかでも特質すべきは、2010 年 6 月に WLB 憲章・行動指針が新たに合意されたこ
とにあろう1。新 WLB 憲章には、「ディーセント・ワークの実現」や「『新しい公共』への参加
機会拡大等による地域社会の活性化」が追加された。この新憲章でいう「新しい公共」とは、
「行政だけでなく、市民や NPO、企業などが積極的に公共的な財・サービスの提供主体となり、
教育や子育て、まちづくり、介護や福祉などの身近な分野で活躍することを表現するもの」で
ある。 
この「新しい公共」とは、2009 年 10 月の鳩山前首相が施政方針演説で最重要政策課題の 1
つとして取り上げたことで、政策実現の動きが始まるが、2010 年 1 月にスタートした「新しい
公共」円卓会議では、6 月 4 日「新しい公共」宣言をまとめた2。その後を引き継いだ菅総理
も、国会の所信表明演説や「新成長戦略」などを通じて「新しい公共」を推進していくことを
明言し、「新しい公共」宣言に盛り込んだ方針を実現していくため、10 月 22 日に内閣府内に「新
しい公共」推進会議を設置した。 
本稿ではこのような「新しい公共」を盛り込んだ政策が進む中、生活における公共的な側面
を検討し、WLB 論にその公共性をどのように位置付けるかについて考えることを目的としてい
る。第 1・2 節では 2000 年以降進められた WLB に関する施策や研究の動向をまとめ、第 3・4
節では生活の社会化論から、生活における公共性の変容をとらえていく。そして、第 5 節では、
                                                                 
1 新 WLB 憲章は http://www8.cao.go.jp/wlb/government/pdf/charter.pdf（13/11/2010 アクセス）、新 WLB 行動
指針は http://www8.cao.go.jp/wlb/government/pdf/indicator.pdf（13/11/2010 アクセス）を参照のこと。 
2 http://www5.cao.go.jp/entaku/pdf/declaration-nihongo.pdf （14/11/2010 アクセス） 
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公共性概念の問い直しについて整理をした上で、第 6 節では公共性概念をふまえた WLB 論の
論点整理をおこなっていく。 
 
第１節 ワーク・ライフ・バランス施策の動向 
 
まず、2000 年以降の WLB 施策の動向をおうと、そのスタートと考えられるのは、2003 年 10
月 15 日～2004 年 6 月 23 日に厚生労働省内で行なわれた「仕事と生活の調和に関する検討会議」
である（仕事と生活の調和に関する検討会議 2004）。その後、内閣府では男女共同参画会議内
に「少子化と男女共同参画に関する専門調査会」が、厚生労働省では雇用政策研究会（2005）
や男性も育児参加できるワーク・ライフ・バランス推進協議会（2006）が設置された。それぞ
れの報告書で、男女ともに仕事と育児との調和の必要性が明記されるようになり、WLB の推進
を社会全体で行うことが求められた。 
これらの議論をうけ、2007 年は WLB の議論が深まった年である。2 月に「子どもと家族を
応援する日本」重点戦略検討会議や男女共同参画会議仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ
ランス）に関する専門調査会（以下、WLB 専門調査会という）の報告書（「子どもと家族を応
援する日本」重点戦略検討会議 2007、WLB 専門調査会 2007）や、4 月の経済財政諮問会議労
働市場改革専門調査会が発表した第一次報告、さらに 6 月に閣議決定した「経済財政改革の基
本方針 2007（骨太方針）」にも、WLB の必要性について言及した。そして、これらの提言をふ
まえ、7 月に発足したワーク・ライフ・バランス推進官民トップ会議が、12 月 18 日、「仕事と
生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指
針」（以下、「WLB 憲章」及び「WLB 推進行動指針」という）を策定することとなった。 
2008 年になると政府は WLB 元年を宣言し、内閣府や厚生労働省を中心に WLB に取り組ん
でいった。翌 2009 年は WLB 実態把握のための統計整備の方策をまとめた年でもあり、4 月に
全面施行された新統計法とこれに先立ち 3 月に閣議決定された「公的統計の整備に関する基本
的な計画3」で、WLB 等に対応した統計の整備・充実の必要性を明記している。また、2009 年
末には、統計委員会がとりまとめた「平成 21 年度統計法施行状況に関する審議結果報告書」の
中で、統計整備の重要度が高い項目の 1 つとして WLB を掲げている。そして、今年 2010 年は、
1 月に WLB が実現できる社会を明記した「子ども・子育てビジョン－子どもの笑顔があふれる
                                                                 
3 「公的統計の整備に関する基本的計画」では、男女にとって、結婚や出産・子育てをしやすい環境整備
を強く求められていることを背景に、特に①結婚や出産・子育て数等の少子化に直接関連するデータの
大規模標本調査による把握、②就業と結婚、出産、子育て、介護等との関係により詳細に分析するため
の適時・的確な WLB 関連統計の整備についての検討が必要であることを指摘されている。詳細は、計画
16 項目を参照のこと（http://www.stat.go.jp/index/seido/pdf/12a.pdf、01/11/2010 アクセス）。 
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社会のために－」が閣議決定された。これまで、2003 年以降、子育てや男女共同参画の領域だ
けでなく、経済財政改革や統計など多方面から WLB 実現への政策的な取り組みがみられる。
そして 6 月 22 日、これまでの施策の進捗状況や経済情勢の変化や、政労使トップの交代をふま
え、WLB 憲章・行動指針が新たに合意された。新 WLB 憲章には「ディーセント・ワークの実
現」や「『新しい公共』への参加機会拡大等による地域社会の活性化」が追加され、新 WLB 行
動指針には育児・介護休業法や労働基準法等の改正や社会経済情勢をふまえた見直しをおこな
い、数値目標は「新成長戦略」の 2020 年数値目標と整合性がはかられた。 
政府に先駆けて、2010 年は民間組織の WLB 運動でも「新しい公共」に関する視点が加えら
れていた。公益財団法人日本生産性本部内に設置されている「次世代のための民間運動－ワー
ク・ライフ・バランス推進会議」では、3 月に景気低迷の中であっても WLB 推進の流れを逆行
させないために、①WLB 推進によって、持続的な成長に向けた活力を生み出せ、②人口減少対
応のためにも、WLB 施策の充実を、③我が国の人材力向上に向けて、一段と働き方改革を、と
いう 3 点を掲げたアピールをおこなっていた4。このうち、③は WLB の推進による働き方改革
や、働く人も地域と家庭のつながりを強めることの重要性を指摘し、社会参加の活発にむけて
「新しい公共」の創出も視野に入れたものであり、働く人々の自己啓発のための時間的ゆとり
の創造を一層すすめることも併せて指摘していた。 
2007 年時点の憲章には、WLB が実現した社会を「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感
じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、
中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」としており、
この部分は新憲章でも継承している。しかし、当初、地域生活をはじめ多様な選択肢を可能と
する WLB の実現にむけた方策はほとんど触れられていなかった。それが新 WLB 憲章では、時
間の有限性をふまえた上で、「新しい公共」への参加機会の拡大し、地域社会の活性化につなげ
ようとする姿勢が明示された（表 1）。「新しい公共」は、主として非営利・協同セクターにお
けるアソシエーションやコミュニティ組織といった中間組織によって担われるが、そこには職
業労働者と、有償・無償にかかわらず地域・市民活動が混在して参加しているが、本稿では、
「新しい公共」の部分の担い手のうち、地域・市民活動として携わる者を想定している。政策
全体の整合性をとるための変更とはいえ「新しい公共」を明文化したことで、WLB を職業労働
と家事労働に限定せず、地域・市民活動を含めた広い概念として WLB を捉えることがより明
確になった。 
また、「ディセント・ワーク」概念も追加されたことは時流を反映している。ロストジェネレー
ション以降、経済のグローバル化などを背景に、若年層の不安定就労者や失業者の問題が顕在
                                                                 
4 http://activity.jp.c-net.jp/detail/lrw/activity000975/attached.pdf（13/11/2010 アクセス） 
－ 5 － 
化している。不完全雇用社会の現在、社会的文化的な生活が実現でき WLB 論の対象となって
いる者と、生計を維持するために過重な労働環境を強いられ WLB 論の対象外となっている者
が存在している。次節でも触れるが、現状の WLB 論は勤労者の有配偶子育て世帯という一部
の者を対象としたものといわざるをえず、ディセント・ワーク概念を含めた WLB 論の必要性
も問われていた（居神 2007）。もはや完全雇用社会の実現が困難な時代、職業労働だけに価値
を見出す社会ではなく、社会的に有用な労働としての地域・市民活動や家事労働を含めた広義
の労働を評価していく社会の構築が求められる（Beck2000、福士 2008 など）なか、「ディセン
ト・ワーク」と「新しい公共」概念が新 WLB 憲章に追加されたことは、生活のおける地域・
市民活動の位置づけを考え直す契機ともなるだろう。 
 
表１ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章（2010 年 6 月合意）（抄録） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〔 多様な働き方の模索 〕 
一方で働く人々においても、様々な職業経験を通して積極的に自らの職業能力を向上させようとする
人や、仕事と生活の双方を充実させようとする人、地域活動への参加等をより重視する人などもおり、
多様な働き方が模索されている。 
また、仕事と生活の調和に向けた取組を通じて、「ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らし
い仕事）」の実現に取り組み、職業能力開発や人材育成、公正な処遇の確保など雇用の質の向上につな
げることが求められている。ディーセント・ワークの推進は、就業を促進し、自立支援につなげるとい
う観点からも必要である。 
加えて、労働者の健康を確保し、安心して働くことのできる職場環境を実現するために、長時間労働
の抑制、年次有給休暇の取得促進、メンタルヘルス対策等に取り組むことが重要である。 
 
〔 多様な選択肢を可能とする仕事と生活の調和の必要性 〕 
いま、我々に求められているのは、国民一人ひとりの仕事と生活を調和させたいという願いを実現す
るとともに、少子化の流れを変え、人口減少下でも多様な人材が仕事に就けるようにし、我が国の社会
を持続可能で確かなものとする取組である。 
働き方や生き方に関するこれまでの考え方や制度の改革に挑戦し、個々人の生き方や子育て期、中高
年期といった人生の各段階に応じて多様な働き方の選択を可能とする仕事と生活の調和を実現しなけ
ればならない。 
個人の持つ時間は有限である。仕事と生活の調和の実現は、個人の時間の価値を高め、安心と希望を
実現できる社会づくりに寄与するものであり、「新しい公共」の活動等への参加機会の拡大などを通じ
て地域社会の活性化にもつながるものである。また、就業期から地域活動への参加など活動の場を広げ
ることは、生涯を通じた人や地域とのつながりを得る機会となる。 
 
※下線部は、新憲章で追加された部分である（下線部は筆者が加筆）。 
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第２節 ワーク・ライフ・バランス研究の動向 
 
続いて、これまでの日本の WLB 研究を概観すると、1990 年代終盤からこの 10 年程度の間に
多数発表された（大沢 1999・2006、両角 2002、日本労働研究機構 2003、武石 2006、労働政策
研究・研修機構 2006a・b、脇坂 2006、川口 2007、佐藤 2008、樋口 2008、山口一男・樋口 2008
など）。これらの先行研究は、労働者や企業経営、法律など多様な視点から分析がなされている
ものの、職業労働と家庭労働のバランスという二分法の議論が中心で、「新しい公共」と関係さ
せ、地域・市民活動を含めた WLB 論を展開していたものはほとんどない。 
久本（2007）では WLB の論点整理を試みているが、それによると、WLB 論の多くは、子育
て世代の稼得労働と家事・子育て・介護労働の（調和というよりも）両立が中心で、（1）夫婦
単位である、独身者ではない、（2）小さい子供がいる、できれば 2 人以上、（3）一人親家庭で
はない、（4）主たる稼ぎ手は被用者である、自営業ではない、ましてや失業者ではない、（5）
夫婦は共稼ぎであり、少なくとも片方は正社員である、（6）夫婦は、ともに広域転勤のない正
社員であるという 6 つの仮定を前提とする家族モデルがあると指摘していることからもわかる。
急増している WLB 研究の圧倒的多数が勤労者の子育て有配偶世帯を対象とした分析となって
いるのは、グローバル化のなかでは、人口減少・少子化による国際競争力低下や、戦略的な人
的資源管理をして優秀な人材の確保という視点からくるものである。 
したがって、先行研究でも、グローバル人材とは考えられない不安定就労にする者や、職業
労働でない地域・市民活動をおこなっている者の WLB については十分な議論にいたっていな
い。地域・市民活動者の存在は、子育て中にある勤労者の WLB を支える受け皿という認識に
とどまっており（労働政策研究・研修機構 2006a）、新 WLB 憲章に追加された「新しい公共」
の担い手の WLB 論は抜け落ちてしまっている。地域・市民活動をしている者は皆無業者とい
うわけではなく、職業労働や家事労働を営んでいる者もいる。平成 18 年社会生活基本調査・生
活行動編のボランティア活動の行動者率を就業状態別にみると、男性有業者 25.6％、無業者男
性 23.5％、女性有業者 28.5％、無業者女性 25.4％と、就業状態にかかわらず同程度の割合でボ
ランティア活動者がおり、さらに数％であるが男女ともに有業者が高い値を示していることか
らも、職業労働をしながら、地域・市民活動に携わっている者が一定層いることがわかる。 
 
第３節 「生活の社会化」論のメインストリーム 
 
本節・次節では「生活の社会化」論について扱う。「生活の社会化」とは、「生活財・サービ
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スの供給構造の変化」（蓮見 1991）のことで、自給自足的な生産が減少し、家庭外が提供する
財・サービスに依存していく過程で、「私的・個別的に行われている家庭生活の機能が社会的な
ものに代替されること」を意味している（伊藤セツ 1990）。長年、生活というと消費生活とみ
なされてきたが、その背景には「生活の社会化」がある。また、「生活の社会化」は「生産の社
会化」を前提に進んだものであるため、高度な社会的分業と協業といった「労働の社会化」と
も密接に関係している。「生活の社会化」には、企業による民間営利セクター、政府による公的
セクター、そしてアソシエーションやコミュニティ組織による非営利・協同セクターによって
担われている。 
なぜ、WLB 論のなかで、「生活の社会化」を扱うのか。それは、生活財・サービスの供給構
造の変化は、有償・無償に関わらず社会的に意義のある労働のあり方にも影響があると考える
からである。この点については、「生活の社会化」の変容をとらえた上で、次節の最後に言及す
ることとする。 
さて、日本では、高度経済成長期から顕著に「生活の社会化」がみられるようになった。こ
の時期からの生活の変化は、伝統的な地域共同体（ムラ）社会が崩壊していくと共に、家庭や
地域社会の生産機能は縮小し、民間営利セクターが供給する商品と公的セクターによる行政
サービスへの依存度が高まっていくことと説明できる（倉沢 1977、松原 1980）。 
具体的に、民間営利セクターが供給する商品への依存とは、大量生産体制による安価な消費
財のみならず、自動車や家電製品などの耐久消費財の普及や、経済のサービス化によって消費
支出に占めるサービス支出の比重が高まること5、金融商品や消費者信用の発達など商品取り引
き手段そのものが商品化されたことなどを示す。地域共同体（ムラ）では共同管理していた生
活財・サービスが、工業化、特に重化学工業の発展とともに全国規模の市場が確立し、多様な
財が供給されていくこととなる。同一人格であるにもかかわらず、財を生産する労働者とそれ
らをもっぱら選択・利用するのみの消費者に分割されていき、「生活」のなかから生産的な側面、
共同体的な側面は薄れ、私的な生活を充足するために自由に行動する消費者としての側面のみ
が強調されるようになった。これによって物質的な豊かさを享受できるようになったが、それ
を支えたのは、世帯所得の上昇や消費者信用の発達、マーケティングの発展などである（岩田
1991、成瀬 1988）。 
 一方、公的セクターによる行政サービスへの依存とは、道路、上下水道、ガス、電気、情報
通信などインフラの整備や、教育、医療、社会保障制度・社会福祉といった社会サービスの充
                                                                 
5 消費支出に占めるサービス消費の割合をみると（総務省統計局「家計調査年報」）、1970 年は 27.0％であっ
たが、その後 1980 年 32.7％、1990 年 37.0％、2000 年 43.0％と増加し、2008 年時点では 43.9％となって
いる。 
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実などである。これらは社会的共同消費ともよばれている。「社会的共同消費」とは、「個人消
費とちがい、個別資本の側からみて、労働力の再生産費に参入されないか、不完全にしか評価
されない」が、共同消費がなければ「労働者の健康は破壊され、労働の生産性は低下し、労働
力の再生産は不可能となってしまう」ものであり、都市化に伴い生活基盤とみなされるように
なった（宮本 1976）。インフラの整備は、農道や用水路の共同管理など、伝統的な地域共同体
のなかで維持されていた共同財に替わるものであり、社会サービスの充実は、ケインズ型福祉
国家を体現するためのものであり、それを維持するには中央集権的な官僚組織を必要とした。 
産業優先の政策が中心であった日本も、1960 年代になると社会保障の充実へと力が入れられ
るようになり、1973 年には医療や年金制度を充実する制度改革6がおこなわれたため、当時の
田中内閣は「福祉元年」と位置付けた。しかし、直後に生じた第 1 次オイルショックによる経
済環境の悪化により、すぐさま「福祉見直し論」が登場した。1981 年に設置された第 2 次臨時
行政調査会（第 2 次臨調）が提出した基本答申により、直接的な税・社会保険料の負担は抑え
られたものの、「日本型福祉社会」を実現すべくインフォーマルな家族福祉に依存するもので
あった7。そのため、行政サービス化の中では、高齢者介護をはじめとする社会福祉サービスの
整備は進まなかった。1990 年代には、社会保障・社会福祉サービスの利用方法に変更があり、
利用者の応益負担化（有料化）がすすみ、事業者間の競争を促すよう市場原理をとりいれると
いった準市場化の流れもあった。 
さて、これら「生活の社会化」は、「生活の個人化」と並行して進んできた点は見過ごせない。
「個人化」には、「原子（アトム）化」「私化」に向かうものと、「自立化」「民主化」に向かう
ものがある。このうち、生活の商品化・行政サービス化は「原子化」「私化」を進めませるもの
であった（丸山 1996）。「マイホーム主義」に代用されるように、都市部では個人・家族は共同
体から解き放たれていく一方で、消費者として矮小化されて、核家族単位での私的な消費生活
が営まれていく。このような生活では、「『個人で、あるいは、小さな家族（核家族）単位で、
単独で生活してゆける』という『現実』と、『他人に迷惑をかけない代わりに、他人に煩わされ
たくない』という生活の構え（価値）が生まれ（田中 2010）」たことで、個人・家族による自
                                                                 
6 1973 年におこなわれた社会保障制度の充実とは、老人福祉法改正による老人医療費無料制度の創設、健
康保険の家族給付率の引き上げ、高額医療費給付制度の創設、年金保険制度の改革（国民年金給付水準
の引揚、物価・賃金スライド制の導入）、児童手当制度の創設がある。 
7 1970 年代の福祉見直し論と 1981 年の第 2 次臨調行革のなかで社会保障・社会福祉政策は「活力ある福祉
社会の建設」に向け、個人の自助努力、家族・世帯や地域、職場の連帯と相互扶助、民間部門の規制緩
和を基本とした「日本型福祉社会」路線へと舵がとられたこととも整合性がある。「1978 年版厚生白書」
では、高齢社会における老親との同居等の家族の役割を、『福祉における含み資産』と呼び、その活用を
強調した。とくに、高齢化社会が目前に迫っていたため、高齢者介護の分野に顕著に表れ、ケアについ
ては家族による自助努力が強調されることとなった。これは、家族や地域のつながりが脆弱になってい
る時期と重なって進められた政策的キャンペーンであったため、家族介護者（主として女性）への負担
が過重なものとなった。 
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己完結的な生活を望み、地域における世間からの束縛から放たれ自由となった。しかし、この
「現実」と「価値」の変化は、人びとに「自己決定・自己責任」の原則を必要以上に強調させ
ることでもあり、人々の関係性は分断、希薄化していくこととなった。現在でも、原子化・私
化を伴いながら商品化・行政サービス化は進んでおり、生活におけるこれらの比重を高めてい
るが、それは、行政サービスの準市場化も含めて市場原理による財・サービスに偏った生活で
もある。市場では匿名性が高まるために人間関係の希薄化が拡大しているといえる。 
 
第４節 「生活の社会化」論のもう 1 つの流れ－「生活の公共化」 
 
「生活の社会化」の中には、商品化と行政サービス化ほど大きな潮流ではないものの、もう
1 つの流れがある。それは、1960 年代後半～1970 年代に生じた全国各地での社会運動や、1980
年代に拡大した非営利・協同セクターによる互助的サービスなどにみることができる。生活と
は、企業や政府に従属した私的な消費生活のことと同義とされてきたが、生活に占める公的セ
クターや民間営利セクターとのインターフェイスが拡大していくが、一方で企業は利益追求ば
かりに目が向き、政府は産業政策を重点的におこなっていった。そのため、人びとの生活が消
費中心となり、社会性・共同性が衰退していくこととなった（田中 2010）。本稿ではこれを生
活の公共的側面とみなし、時代が進むなかでもなくなることはなく、形を変えながら存在して
きたととらえている。 
生活の商品化と行政サービス化が急速に進む中、高度成長期には多くの人びとが消費社会を
享受するうらがわで生活の歪みが生じていた。欠陥商品や表示偽装などの消費者問題、公害や
騒音、塵芥処理をはじめとする都市問題など「ニュープアー（小沢 2000）」といわれる課題が
表出してきた。こうした「市場の失敗」と言われている事態に対し、1960 年代後半から 1970
年代にかけて、「運動という非制度的な参加」という形をとりながら全国各地で社会運動が展開
され、都市部では「権力奪取という直接的な『参加の成果を実現する』方法」で革新自治体が
登場した（田中 2010）。 
また、1980 年代後半になると、社会福祉領域ではそれまでの「日本型福祉社会」路線の限界
が幅広く認識され、ボランティア活動や住民参加型の福祉供給活動への期待が高まった（伊藤
周 1996）。そこで、「日本型福祉社会」にかわるものとして「参加型福祉社会」が提唱されてい
く。「参加型福祉社会」とは、「従来の与えられる福祉から、基礎的な福祉ニーズへの公的サー
ビスによる対応を前提として、地域住民やさまざまな団体が、主体的に参加し、ともに築き合
い、支え合って作り上げていく」社会のことで、とくに高齢者介護の分野で顕著にあらわれた
（厚生省社会・援護局地域福祉課 1993）。 
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参加型福祉社会の提唱は、全国各地の行政による要介護者への在宅福祉サービスの供給が不
十分な地域では、自発的な互助的な組織が形成され、サービスを提供する組織が設立されてき
たことと関係する。これが住民参加型在宅福祉サービス（以下、参加型在宅サービスという）
ともいわれているものである。参加型在宅サービスは、高齢化社会が急速に進むなかで老親介
護に不安を感じ、また自身の老後にも不安をもった有配偶女性が、有償ボランティアという形
で福祉サービスの担い手となったものである。長らく福祉サービスは行政サービスとされ、人
びとは利用者もしくはその家族として位置づけられてきた。しかし、中間組織の有償ボランティ
アとして福祉サービスの担い手となり、それが福祉施策の中でもマンパワーとして位置付けら
れるようになった。「福祉政策や計画策定過程への市民参加ではないが、市民の福祉需要を知ら
せ、自分たちで解決していきながら社会へと訴えかける作用を起こした」点でこれまでの社会
運動とは異なる意味合いをもった（安立 1999）。参加型在宅サービスの団体数の推移をみると、
1987 年度は 138 団体から年々増加し、2000 年度には 1912 団体、その後微増であるが、2004 年
度は 2203 団体となった（住民参加型住宅福祉サービス団体全国連絡会 2006）。これは今日の
NPO 法人の多数が社会福祉関係の団体であることとも関係している。内閣府大臣官房市民活動
推進課が実施した「平成 21 年度特定非営利活動法人実態及び認定特定非営利活動法人の制度の
利用状況に関する調査」によると、NPO 法人 2443 団体のうち、実際に活動している分野とし
て「保健、医療または福祉の増進を図る活動」と回答している法人は 52.0％と他の活動分野と
比較して多数の団体であった。これらは「福祉 NPO」ともよばれているが、1980 年代参加型在
宅福祉のころよりも運動的な要素は薄れ、現在は事業型 NPO となっている。 
1990 年代後半に入ると、地方分権化の流れと関係して、社会福祉サービスの給付の方法を見
直す社会福祉基礎構造改革が始まった。当時、医療給付の合理化や保険料の見直し、利用者の
自己責任に基づく選択・負担の公平化が社会保障制度の課題となっていた。これらを克服する
ため、措置制度を廃止し市場原理を活用する利用者制度へと転換し、多様な主体が社会福祉サー
ビスを提供するようになった。また、2000 年に改正された社会福祉法には基礎自治体に「地域
福祉計画」の策定を求めている。この計画は、策定段階から市民参加の手法を取り入れること
を義務付けている。従来の福祉計画を策定するときよりも、明らかに時間も労力もかかる方法
である。しかし、このようなプロセスを取り入れるにはそれなりの理由がある。地域福祉計画
の策定に住民の意見を取り入れるという以上に、問題意識の共有や地域福祉の担い手として認
識する場となるよう、このような手法をとっている（社会保障審議会福祉部会 2002）。 
福祉領域以外に、都市計画の領域では市民参加の手法を取り入れている。1992 年の都市計画
法改正以後、都市計画マスタープラン策定の時には市民参加が必要であることを要件とした。
2000 年以降になると、自治基本条例や市民参加条例などの条例を策定する自治体が増えていっ
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た。このことは、自治体の政策策定から事業の実施、評価の各段階で市民参加を促進しようと
いうものである。 
このように、「生活の社会化」の流れには、生活財・サービスの供給をすべて企業や政府に委
ねて、消費者や利用者という客体であり続けたというわけではないことがわかる。1960 年代後
半～70 年代の社会運動・革新自治体では既存の権力に対抗することで、1980 年代の参加型在宅
サービスでは、直接サービスの担い手となることで、また 1990 年代以降の制度的に保障された
自治体の計画策定時の市民参加によってと、時代によって形態は異なるものの、公共の領域に
参加しながら財・サービスの供給構造に影響を与えていた。 
最後に、第 3 節の冒頭でふれた WLB 論と「生活の社会化」との関係についてふれよう。「生
活の社会化」には、「家事労働の社会化」や「家計の社会化」といった下位概念が存在する（伊
藤セツ 1990）が、このうち「家事労働の社会化」は WLB に深く関係するものである。「家事労
働の社会化」はさらに耐久消費財による機械化や、育児・介護といった社会サービス化、クリー
ニングや中食などの商品サービス化にわかれる。WLB 論のなかで職業労働継続のため保育施策
の充実をするということは、生活の社会化論の中では家事労働の社会サービス化を促すことを
意味するものである。生活の社会化は産業の社会化・労働の社会化を前提としているため、広
義の労働を扱う WLB 論と、消費生活を中心に扱う生活の社会化論は、生活全体を複眼的にと
らえているものと考える。とくに、公共性概念を含めた WLB 論を展開するには、「参加」によ
る生活財・サービスの供給構造の変化を捉えた上で理論化や分析枠組みを提示しなければ、単
なる規範的な「べき論」でおわってしまう恐れがあると考え、本稿では、生活の社会化につい
てふれることとした。 
 
第５節 公共性の問い直し論 
 
前節でみた「参加」の動きは、1990 年代に生じた公共性の問い直しの議論に影響をあたえた。
新 WLB 憲章に追加された「新しい公共」もこの議論の過程ででてきたものである。本節では
公共性の問い直し論のなかから、公共性概念について検討していく。 
そもそも「公共性」とは、斎藤（2000）では、共同体と比較しながら、第 1 に公共性は誰も
がアクセスしうる空間であること、第 2 に人びとのいだく価値が互いに異質なものであること、
第 3 に人びとの間にある事柄、人びとの間に生起する出来事への関心（interest）など差異を条
件とする言説の空間であること、第 4 に人びとは複数の集団や組織に多元的にかかわることが
可能であることとしている。 
1990 年代、経済をはじめ政治、社会、文化などのさまざまな領域でグローバル化が進んだ時
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期でもある。それまでは公共領域は国家が独占状態であり、自己完結的なシステムが構築され
ていた。しかし、グローバル化の進展により国民国家を単位とした公共性は機能不全に陥って
しまった。一方、実際に国民国家を超えた EU という経済圏が成立したことで、グローバルな
公共性の検討が現実のものとなった。その一方で、サブシディアリティ原則に基づき、「生活の
根ざした秩序を形成するためには、グローバルな公共性だけでは『目が粗い』」ため、地域的な
公共性についても同時に検討する必要がでてきた（田中 2010）。このような考え方からグロー
バル的な公共性と地域的な公共性について、和辻哲郎や丸山眞男といった日本勢の議論に加え、
アレントやロールズ、ハーバマスなどの海外勢の理論をふまえた公共性の問い直し論が盛んに
おこなわれた（齋藤 2000、山口定 2003、『公共哲学シリーズ』全 10 巻（東京大学出版会）など）。 
その中で興味深いものは、山脇直司の公共哲学である。彼は、「個人一人一人が自ら生きる『現
場性』や『地域性』という意味でのローカリティに根ざしながら、グローバルかつローカルな
公共的諸問題を論じる」グローカル公共哲学の下、「民（people）の公共性」という概念を提起
している（山脇 2008）。「民（people）」とは、「一人一人の個人が他者との何らかのコミュニケー
ションを通じて『公共世界のメンバー』として理解されるとき」に成立する概念で、「公共世界
に属する市民（政治に参加できる者）、国民（国籍を有する者）、住民（そこに住んでいる者）
などの属性を持つ一人一人の個人の集合概念」としている。この「民」が担う公共とは、①「政
府の公」や「私的企業」の正当性を支え・作ること、②個人レベルと組織レベルの双方で理解
されなければならないことであり、③「公共性の担い手」としての「政府」も民とのガバナン
スを考慮しなければならないとしている。 
これらの定義から、公共性という概念は重層的であり、また人びとや中間組織が担う公共性
は政府や企業を補完するものであることがわかる。そして、グローカルという言葉に、「現場性」
「地域性」を明記している点が興味深い。生活の中で起こった問題認識は、専門家だけでは見
過ごされてしまうこともあるため、人びとが生活という「現場」の中から感じる問題認識を他
者と共有した上で、政策や社会サービスへの参加・協働をおこなうことは、地域・市民活動や
中間組織の事業の特徴となるだろう。この問題を共有化するプロセスは生活の原子化・私化の
進展に歯止めをかけることにもなる。 
市民参加や協働の仕組みは制度化されてきたことから、個人レベルでの参加か・中間組織に
所属して協働かに関わらず、アドボカシー活動など政策策定段階、社会サービスの提供段階・
政策実行段階、オンブズマンやアカウンタビリティを問うなどの政策評価段階のそれぞれに参
加の条件が整った上で、他のセクターを補完することができる。このことから、山脇のいう民
の担う公共の①～③を実現する環境にある。 
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とはいえ、「ボランタリーの失敗8」も起こりうる（Salamon 1997）。サラモンは、NPO とは「名
誉ある孤立では十分にその役割を果たしえない、…焦眉の社会問題を解決するためには、政府
や営利企業との共同作業を通じて…特色を発揮できる」と述べており、地域・市民活動を行う
場ともなる非営利・協同セクターの欠点も認識する必要がある。 
 
おわりに－公共性概念をふまえたワーク・ライフ・バランス論とは 
 
最後に、公共性概念を追加した WLB 論とはどういうものなのだろうか。第 5 節で示した齋
藤（2000）の公共性の定義によると、公共性とは第一に「誰もがアクセスしうる」開かれてい
る空間であることから、公共性概念を WLB 論に加えるということは、その点を意識する必要
があろう。これまでの職業労働と家事労働に限定された WLB 論では、原子化・私化した閉じ
た生活の中での議論にとどまることになってしまい、公共領域との接点がみいだせない。グロー
バル化に伴う不安定な社会となり、自助努力では解決できない領域が拡大している現在、商品
や社会サービスに依存しながら私的な生活に閉じこもってしまうことで孤立してしまい、か
えってリスクを高めることになる。つまり、公共性の担い手になることで、人間関係の希薄化
から脱出し、人びとの生活上のリスクを縮小することにつながる。 
高度経済成長期以後、人びとの生活は市場経済が占める比重が高くなり、市場で対応できな
いものが行政による社会サービスとして提供されてきたことで、生活の中で集団を意識する機
会は減り、従来共同体社会にあったしがらみから脱出することができたことで、次第に固定観
念に左右されずに働き方や結婚など自身のライフコースを自由に選択できるようになった。し
かし、その反面、「人間関係の希薄化による孤独や自己中心主義、社会性の欠如、金銭がらみの
犯罪の増大、失業や自殺の増大、生活環境の悪化、食品安全性の問題、自然災害や交通事故な
どなど－に対処するためには、もはや市場経済の論理では不可能」であることが顕在化してき
た（佐藤慶 2003）。そこで、「非市場社会の論理（佐藤慶 2003）」や「『分かち合い』の経済（神
野 2010）」による財・サービスの提供が求められている。それには生活の中の市場経済の部分
だけでなく、非市場社会の部分を再評価していくよう、生活構造のパラダイム転換が求められ
ている。 
                                                                 
8 サラモンは、ボランタリーの失敗の要因として、①フィランソロピーの不十分性；philanthropic 
insufficiency、②フィランソロピーの専門主義；philanthropic particularism、③フィランソロピーの父権主
義；philanthropic paternalism、④フィランソロピーのアマチュア主義；philanthropic amateurism の４点を指
摘している。①は財・サービスを供給する場合に資金不足などで十分に調達できないといった問題であ
る。②は特定の集団（例 同じ宗派の人々など）を対象に財・サービスを供給することから生じる。③
はニーズの誤った判断から生じ、いわゆる大きなお世話となってしまうこと。④は③と関連して起こる
が、いわゆる素人が社会のニーズを判断し対応することによって生じる限界である。詳細は Salamon
（1995）参照のこと。 
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ベックは、市民労働という職業労働とも家事労働都も異なる第三の労働概念をもちいて「労
働の未来」について議論している（Beck2000、伊藤美 2003）。これによると、現在は、柔軟な
雇用政策に伴い失業や不安定就労リスクの増大など、安定した労働力の総量が減少している。
この市民労働は「共同的・自己組織的労働形態」であり、公共性の担い手でもある。また、福
士は、C.C.ウィリアムスの「完全従事社会」という概念を用いて、仕事と福祉の新構想を提起
している。「完全従事社会」とは、完全雇用社会に対する概念であり、「諸個人がそれぞれのニー
ズに合わせて働き方を選択し、その結果、有給雇用など公式の仕事と、家事・育児などのドメ
スティック・ワークやコミュニティで行われている相互扶助活動など非公式な仕事を組み合わ
せ、多様な形で所得を確保しながら、それらに完全に従事することができるという社会」のこ
とで、参加所得構想とあわせて議論を進めている（福士 2009）。従来の完全雇用社会の場合、「労
働能力があり、労働する意思がある者であれば、どのような形であれ、有給雇用につくことが
できる」ものであったが、完全従事社会では、「諸個人が『どのように生きるか（どのように働
くか）』という選択の幅をミクロやメゾレベルで問題にする点で、異なる視座に立っている」と
いう。 
新 WLB 憲章には「新しい公共」以外に「ディセント・ワーク」概念も追加された。公共性
概念とあわせて「ディセント・ワーク」も WLB を融合していくことは、生活全体のなかの社
会的に有益の労働のバランスについてホリスティックな議論を展開していく上で有益である。
本文ではふれられたが、非営利・協同セクターでの労働は、ミッションを重視するボランタリー
な側面が強いものであったが、実際はこのセクターで職業として働いている者もいる多数いる。 
非営利・協同セクターが行政からの業務委託や指定管理者として、「新しい公共」の実践例は
2000 年以降拡大しているが、そのなかには、「官制ワーキングプア」といわれている問題も生
じている。非営利・協同セクターが公的機関から事業を受託する場合も正当な労働評価が必要
であるし、地域・市民活動のなかには経済的評価をうける場合もでてくるだろう9。社会福祉サー
ビスや子どもの健全育成など「新しい公共」の担い手となっている非営利・協同セクターや地
域・市民活動者は多数いる。彼らの活動をどのように評価し、WLB 支援策のメニューを創出で
                                                                 
9 2009 年 9 月、公的機関から事業を受託する際の正当な労働条件について明記された「公契約条約」は千
葉県野田市で初めて策定された。その前文には、「一般競争入札の拡大や総合評価方式の採用などの改革
が進められてきたが、一方で低入札価格の問題によって下請の事業者や業務に従事する労働者にしわ寄
せがされ、労働者の賃金の低下を招く状況になってきている。このような状況を改善し、公平かつ適切
な入札を通じて豊かな地域社会の実現と労働者の適切な労働条件が確保されることは、ひとつの自治体
で解決できるものではなく、国が公契約に関する法律の整備の重要性を認識し、速やかに必要な措置を
講ずることが不可欠である。」と記されている。この条例ができた背景には建設業者の不当に低い賃金水
準に端を発したが、新しい公共の担い手も同様な問題を抱えている場合がある。これからの WLB の理論
化のなかで、示唆を受ける事例である。条例の本文は、
http://www.city.noda.chiba.jp/reiki_int/reiki_honbun/ag00909291.html （13/11/2010 アクセス）参照。 
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きるか、これらの点もふまえ、今後は WLB の理論化とその分析枠組みの導出が課題である。 
 
 
※ 本稿は、平成 22 年度文部科学省科学研究費補助金（若手研究 B）「不完全雇用社会におけるワーク・
ライフ・バランス概念の位置づけ」（研究代表者：鈴木奈穂美）の研究成果の一部である。 
 
 
【 文献リスト 】 
安立清史（2002）「NPO が開く公共性－福祉 NPO の展開と課題」、佐々木毅・金泰昌『中間団
体が開く公共性』東京大学出版会、pp293-320 
Beck, Ulrich.（1986）Risikogesellschaft, Suhrkamp Verlag〔ウルリヒ・ベック著、東廉・伊藤美登
里訳（1998）『危険社会』、法政大学出版局〕 
Beck, Ulrich.（2000）The Brave New World of Work, Policy Press, Cambridge 
男女共同参画会議少子化と男女共同参画に関する専門調査会（2006）『両立支援・仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バランス）推進が企業等に与える影響に関する報告書－男女共同
参画を促進する環境づくりが経済・企業等に与える影響－』、 
http://www.gender.go.jp/danjo-kaigi/syosika/houkoku/work-honbun.pdf （24/11/2010 アクセス） 
男性が育児参加できるワーク・ライフ・バランス推進協議会（2006）『男性も育児参加ができる
ワーク・ライフ・バランス企業へ－これからの時代の企業経営』 
  http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/ryouritsu02/pdf/01a.pdf （24/11/2010 アクセス） 
福士正博（2009）『完全従事社会の可能性－仕事と福祉の新構想』日本経済評論社 
樋口美雄（2008）『人口減少社会の家族と地域－ワークライフバランス社会の実現のために』日
本評論社 
久本憲夫（2007）「ワーク・ライフ・バランスに関する論点整理」、『Int'lecowk』2007 年 3 月号
（通巻 968 号）、pp7-13 
細川幸一（2007）『消費者政策学』成文堂 
居神浩（2007）「誰のためのワーク・ライフ・バランスか？」、『Int'lecowk』2007 年 3 月号（通
巻 968 号）、pp20-25 
伊藤美登里（2003）「3 U.ベックの市民労働」、佐藤慶幸・那須壽・大屋幸恵・菅原謙（2003）
『市民社会と批判的公共性』文眞堂 
伊藤周平（1996）「社会福祉における利用者参加」、社会保障研究所『社会福祉における市民参
加』東京大学出版会 
－ 16 － 
伊藤セツ（1990）『家庭経済学』有斐閣 
岩田正美（1991）『消費社会の家族と生活問題』培風館 
神野直彦（2010）『「分かち合い」の経済学』岩波新書 
住民参加型在宅福祉サービス団体全国連絡会（2006）『住民参加型在宅福祉サービス』（紹介パ
ンフレット）、http://www3.shakyo.or.jp/cdvc/jusan/shiryou/pamphlet.pdf（20/11/2010 アクセス） 
川口章（2007）「ワーク・ライフ・バランス施策は企業業績を上げるか」、『Int'lecowk』2007 年
3 月号（通巻 968 号）、pp14-19 
「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議〔2007b〕「子どもと家族を応援する日本」
重点戦略について（とりまとめ）、www8.cao.go.jp/shoushi/kaigi/ouen/pdf/st-1.pdf （14/11/2010
アクセス） 
厚生省社会・援護局地域福祉課（1993）『参加型福祉社会をめざして－ボランティア活動振興の
新たな課題』全国社会福祉協議会 
倉沢進（1977）「都市的生活様式論序説」、磯村英一『現代都市の社会学』鹿島出版 
松原治郎（1980）「第 7 章 生活構造と地域社会」、青木和夫・庄司興吉『家族と地域の社会学』 
丸山眞男（1996）「個人析出のさまざまなパターン」〔1967 年発表論文〕、『丸山眞男集』第九巻、
岩波書店 
宮本憲一（1976）『社会資本論』（改訂版）有斐閣 
両角道代（2002）職業生活と家庭生活の調和－労働法の視点から、日本労働研究雑誌、459、2-10、
日本労働研究機構 
内閣府（2004）『平成 16 年版国民生活白書～人のつながりが変える暮らしと地域―新しい「公
共」への道～』 
内閣府社会経済総合研究所（2005）『コミュニティ機能再生とソーシャル・キャピタルに関する
研究報告書』 
成瀬龍夫（1988）『生活様式の経済理論－現代資本主義の生産・労働・生活過程分析』御茶の水
書房 
日本労働研究機構（2003）『育児や介護と仕事の両立に関する調査報告書』、日本労働研究機構 計
量情報部 
小沢修司（2000）『生活経済学－経済学の人間的再生へ向けて－』文理閣 
大沢真知子（1999）仕事と家庭の調和のための就業支援－日本的雇用刊行の変化の中で、季刊
社会保障研究、34（4）、385-391 
大沢真知子（2006）『ワークライフバランス社会へ』岩波書店 
齋藤純一（2000）『公共性』岩波書店 
－ 17 － 
佐藤博樹（2008）『ワーク・ライフ・バランス－仕事と子育ての両立支援』ぎょうせい 
佐藤慶幸（2003）「1 公共性の構造転換とアソシエーション革命」、佐藤慶幸・那須壽・大屋幸
恵・菅原謙（2003）『市民社会と批判的公共性』文眞堂 
Salamon, Lester M,（1995）, “Partners in Public Service: Government – Nonprofit Relations in the 
Modern Welfare State,” John Hopkins University Press, Baltimore, Md. 
Salamon, Lester M.（1997） “Holding the center: America’s Nonprofit Sector at a Crossroads” 山内
直人訳（1999）『NPO 最前線－岐路に立つアメリカ市民社会』岩波書店 
仕事と生活の調和に関する検討会議（2004）『仕事と生活の調和に関する検討会議報告書報告書』、 
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2004/06/dl/s0623-7a.pdf （24/11/2010 アクセス） 
社会保障審議会福祉部会（2002）『市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画策定指針
の在り方について（一人ひとりの地域住民への訴え）』 
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2002/01/s0128-3.html （13/11/2010 アクセス） 
武石恵美子（2006）「企業からみた両立支援策の意義」、『日本労働研究雑誌』553 号、pp19-33 
田中重好（2010）『地域から生まれる公共性－公共性と共同性の交点－』ミネルヴァ書房 
労働政策研究・研修機構（2006a）『NPO の有給職員とボランティア―その働き方と意識―』、
労働政策研究報告書 No.60 
労働政策研究・研修機構（2006b）『仕事と生活の両立－育児・介護を中心に－』、労働政策研究
報告書 No.64 
脇坂明（2006）「ファミリー・フレンドリーな企業・職場とは－均等や企業業績との関係」、『季
刊家計経済研究』71 号、pp17-28 
山口定、中島茂樹、佐藤春吉、小関素明（2003）『新しい公共性―そのフロンティア』有斐閣 
山口一男・樋口美雄（2008）『論争日本のワーク・ライフ・バランス』日本経済新聞社 
